















Positive Analysis about the Long-term Stagnation of the Japanese 
Economy by the Application of the Consumption Turnpike Model
Yutaka HONDA
Abstract
The first purpose of this article is to clarify that the long-term economic stagnation of the 
Japanese economy after 1992 is caused by a drop of the labor productivity of the tertiary in-
dustry. To the second, we clarify what kind of numerical condition raises labor productivity of 
the tertiary industry to get rid of the long-term economic stagnation.
In this article, we employ a consumption type turnpike model as analysis technique.
Using this analysis technique, we clarify the quantitative influence that the labor productivity 
drop of the tertiary industry after 1992 gave for economic growth.
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ネや脱公害のための機械導入による設備投資拡大や電気製品や自動車の対米輸出拡大などに














済は、長期の経済停滞をむかえ、「失われた 10 年」あるいは「失われた 20 年」と呼ばれるよ
うになった。
上述したように、1973 年の第一次石油危機以降から、2010 年ごろまでの日本経済の軌跡を
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本論文の目的は、第 1 に、1992 年以降の長期経済停滞要因について、須藤・野村（2015 年）























































RIETI は、1973 年～ 2010 年における 108 産業分類の時系列産業連関表のデータを公表して
いる。本論文では、1992 年以降の長期的停滞の原因を第 3 次産業の労働生産性の低下にある













































































　ただし、A（t）：t 期の中間投入係数行列（3 × 3）
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＝資本係数（今年） × 産出額（今年）
　　－｛ 1 －除却率（去年）｝ × 資本係数（去年）× 産出額（去年）
記号で示すと次のようになる。
　IIj （t）＝ Kj （t）－｛ 1 －δ j（t-1）｝Kj（t-1）
　　　　 =  bj （t）Xj （t）－｛ 1 －δ j（t-1）｝bj（t-1）Xj（t-1）
ただし、IIj （t）： t 期の j 産業部門の投資（「資本ストック」ベース）
Kj（t）　 ：t 期の j 産業部門の資本ストック
  δj  （t-1）  ：t-1 期の j 産業部門の除却率













IALL（t）= α（t）Σ IIj （t）
Ii （t）= β i IALL（t）：
 IIj （t）      ：t 期の j 産業の投資（「資本ストック」ベース）
 IALL（t）：t 期の投資合計（「産連表」ベース）
α（t）      ：t 期の「資本ストック」ベースから「産連表」ベースへのデータ変換率
 Ii （t）       ：t 期の i 産業部門の財・サービスにたいする投資需要（「産連表」ベース）
βi          ：投資構成比率（投資合計のうち i 産業部門の財・サービスにたいする投資需要の
比率）















IMi（t）：t 期の i 産業部門における輸入
mi（t）  ：t 期の i 産業の輸入係数
以上まとめると、財サービスの需給制約式は次式で示される。
A（t）X（t）+ I（t）+ C（t）+EX（t）－ IM（t）≤ X（t）　　（1）式
I（t）    ： t 期の固定資本形成（投資）列ベクトル（3 × 1）（I1（t）～ I3（t）の要素からなる）
C（t）   ： t 期の民間消費列ベクトル（3 × 1）（C1（t）～ C3（t) の要素からなる）
EX（t）： t 期の輸出列ベクトル（3 × 1）（EX 1（t）～ EX3（t）の要素からなる）












　　　　LPi（t）： t 期の労働係数（i 産業部門の就業者／ i 産業部門の産出額）
Ⅳ．3．モデル全体のまとめ





Σ LPi（t）× Xi（t）≤ L（t）　　　　　　　　　　　　　　　（2）式


































第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業
労働生産性平均上昇率
（付加価値ベース）
1974 年～ 1991 年 1.93 2.69 2.18
1992 年～ 2007 年 3.02 2.09 0.69
労働係数平均変化率 1974 年～ 1991 年 -2.80 -2.38 -2.13
1992 年～ 2007 年 -1.98 -1.55 -0.79
労働生産性平均上昇率
（産出額ベース）
1974 年～ 1991 年 2.94 2.50 2.20
1992 年～ 2007 年 2.13 1.60 0.80
粗付加価値率平均変化率 1974 年～ 1991 年 -1.00 0.186 -0.0075
1992 年～ 2007 年 0.81 0.43 -0.106
出所：筆者による算出






第 2 次産業は、労働生産性平均上昇率（産出額ベース）では、前半期が 2.5％、後半期 1.6％で、
前半期が高い。労働生産性平均上昇率（付加価値ベース）でも、前半期 2.69％、後半期 2.09％で、
第1次産業のような逆転現象はみられない。粗付加価値率平均変化率をみると、前半期は0.186%




第 3 次産業は、労働生産性平均上昇率（産出額ベース）が、前半期 2.2％、後半期 0.8％で、
前半期に比して後半期の落ち込みが大きい。労働生産性平均上昇率（付加価値ベース）をみる
と、前半期 2.18％、後半期 0.69％で、やはり後半期の落ち込みが大きい。粗付加価値率平均変




















第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業
資本生産性平均上昇率
（付加価値ベース）
1974 年～ 1991 年 -4.11 -0.92 -2.46
1992 年～ 2007 年 -1.72 -0.95 -0.45
資本係数平均変化率 1974 年～ 1991 年 3.34 1.26 2.57
1992 年～ 2007 年 2.71 1.53 0.36
資本生産性平均上昇率
（産出額ベース）
1974 年～ 1991 年 -3.16 -1.1 -2.44
1992 年～ 2007 年 -2.55 -1.4 -0.34
粗付加価値率平均変化率 1974 年～ 1991 年 -1.00 0.186 -0.0075
1992 年～ 2007 年 0.81 0.43 -0.106
出所：筆者による算出



































及び労働係数平均変化率をもとにもとめた最適成長モデルの解は、1974 年から 2005 年までは、
十分に現実値にフィットしているとみなすことができる。以下では、ここでもとめた解をベー
スラインの数値として、その上で、各産業の労働係数平均変化率の数値が変化したケースの最





































































注：縦軸の単位は 100 万円（以下表 4 ～表 6 も同様）
出所：筆者作成（以下表 4 ～表 6 も同様）


















































































































































































































2000 年に就業者は、416 万人（ベースライン）から 388 万に減少している。第 1 次産業の資本
ストック増大は、第 1 次産業の固定資本形成（投資）の増大を意味し、この増大は第 1 次産業






産出額を 2000 年でみると、945 兆円（ベースライン）から 949 兆円と 4 兆円程度の増加に留まっ
ている。
表７：ケース 1 第 1 次産業の後半期労働生産性平均上昇率（産出額ベース）を前半期並みと想定
 
表 7 ケース 1 第 1 次産業の後半期労働生産性上昇率（産出額ベース）を前半期並みと想定 
 
    注：単位は 100 万円（表８、表 9 も同様９ 
      出所：筆者作成 
それを反映して GDP も増大はするが、2000 年でみると、507 兆円（ベースライン）か
ら 509 兆円と増大額は 2 兆円程度である。第 2 次産業及び第 3 次産業では、労働生産性が
一定のままであるから、産出額の増大は、両産業の就業者を増やすことになる。例えば、
2000 年において、第 2 次産業では、1701 万人（ベースライン）から 1710 万へ、第 3 次産
業では 4,407 万にから 4,425 万に増加する。   
民間家計消費支出の総額は、2000 年でみると、297 兆円（ベースライン）から 299 兆円
と 2 兆円弱の増加である。この民間家計消費支出を可能にするためには、実質賃金は、508











万人（ベースライン）から 1879 万に減少する。第 2 次産業の資本ストック増大のため、第
2 次産業の実質投資の増大が、全産業の産出額の増大効果をもたらし、その結果全産業で固
ケース１ 第1次産業 第2次産業 第3次産業 合計
産出額 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 14,978,302 15,018,892 384,664,776 386,076,551 525,688,929 526,583,384 925,332,006 927,678,827
2000年 14,492,439 14,566,173 369,842,145 371,924,524 561,052,272 563,408,438 945,386,856 949,899,135
2005年 13,326,675 13,412,886 395,448,581 397,977,340 577,809,572 581,165,970 986,584,828 992,556,196
第1次産業 第2次産業 第3次産業 合計
就業者数 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 4,763,111 4,619,778 19,139,945 19,210,191 42,954,531 43,027,618 66,857,587 66,857,587
2000年 4,168,203 3,887,333 17,012,973 17,108,763 44,071,185 44,256,264 65,252,360 65,252,360
2005年 3,466,637 3,105,643 16,817,419 16,924,961 43,632,227 43,885,679 63,916,284 63,916,284
GDP 民間消費支出 固定資本形成 実質賃金
ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 492,785,499 493,917,126 289,445,638 289,809,662 123,965,760 124,870,065 4.89 4.90
2000年 507,610,408 509,950,755 297,784,196 299,327,170 113,750,228 114,802,168 5.08 5.10
2005年 537,940,198 541,162,630 280,063,002 282,385,224 142,420,212 143,709,129 4.68 4.72
　率
注：単位は 100 万円（表 8、表 9も同様）
出所：筆者作成
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それを反映して GDP も増大はするが、2000 年でみると、507 兆円（ベースライン）から
509 兆円と増大額は 2 兆円程度である。第 2 次産業及び第 3 次産業では、労働生産性が一定の
ままであるから、産出額の増大は、両産業の就業者を増やすことになる。例えば、2000 年に
おいて、第 2 次産業では、1,701 万人（ベースライン）から 1,710 万へ、第 3 次産業では 4,407
万にから 4,425 万に増加する。











から 1,879 万に減少する。第 2 次産業の資本ストック増大のため、第 2 次産業の実質投資の増
大が、全産業の産出額の増大効果をもたらし、その結果全産業で固定資本形成が増大する。例
えば、2000 年で全産業の固定資本形成合計額は、113 兆円（ベースライン）から 118 兆円と 5
兆円強増大する。全ての産業の固定資本形成の増大がさらに経済波及効果をもたらし、全ての
産業の産出額がさらに増大する。
2000 年をみてみると、第 1 次産業では 144 兆円（ベースライン）が 148 兆円、第 2 次産業
が 369 兆円（ベースライン）から 379 兆円へ、第 3 次産業が 561 兆円（ベースライン）から
570 兆円に増加、産出合計額は 945 兆円（ベースライン）から 964 兆円と 19 兆円ほど増加する。
GDP の増大を 2000 年でみると、507 兆円（ベースライン）から 517 兆円と増大額は 10 兆
円弱増大する。第 2 次産業と第 3 次産業における労働生産性上昇率はベースラインと同じであ
るから、産出額の増大に対応するため、両産業は就業者を増やさざるをえない。例えば、2000
年において、第 1 次産業では、476 万人（ベースライン）から 481 万へ、第 3 次産業では 4,407
万にから 4,482 万に増加する。
民間家計消費支出を 2000 年でみると、297 兆円（ベースライン）から 303 兆円と 6 兆円弱
の増加である。この民間家計消費支出を可能にするためには、実質賃金率は、508 万円（ベー
スライン）から 518 万円と 10 万円程度の増加を必要とする。
第 2 次産業の後半期の労働生産性上昇率が前半期並みを実現した場合、産出額などの増加は




表８：ケース 2 第 2 次産業の後半期労働生産性平均上昇率（産出額ベース）を前半期並みと想定
出所：筆者作成
Ⅶ．3．ケース 3







少することになる。就業者は、2000 年を例にとると、4,363 万人（ベースライン）から 4,056
万へと 300 万強も減少する。
第 3 次産業の資本ストック増大のため、第 3 次産業の投資の増大が、全産業の産出額を増や
し、全産業の固定資本形成が増大することは、これまでのケースと同様である。全産業の固定




2000 年をみてみると、第 1 次産業では 144 兆円（ベースライン）が 158 兆円と 14 兆円弱増、
第 2 次産業が 369 兆円（ベースライン）から 410 兆円へ、41 兆円弱も増加する。第 3 次産業
も 561 兆円（ベースライン）から 601 兆円に 40 兆円強も増加する。産出合計額は 945 兆円（ベー
スライン）から 1,028 兆円と 83 兆円ほど増加する。
第 3 次産業の労働生産性上昇率の回復で、第 3 次産業の産出が大幅に増大するが、それ以上
定資本形成が増大する。例えば、2000 年で全産業の固定資本形成合計額は、113 兆円（ベ
ースライン）から 118 兆円と 5 兆円強増大する。全ての産業の固定資本形成の増大がさら
に経済波及効果をもたらし、全ての産業の産出額がさらに増大する。  
2000 年をみてみると、第 1 次産業では 144 兆円（ベースライン）が 148 兆円、第 2 次産
業が 369 兆円（ベースライン）から 379 兆円へ、第 3 次産業が 561 兆円（ベースライン）
から 570 兆円に増加、産出合計額は 945 兆円（ベースライン）から 964 兆円と 19 兆円ほ
ど増加する。  
GDP の増大を 2000 年でみると、507 兆円（ベースライン）から 517 兆円と増大額は 10
兆円弱増大する。第 2 次産業と第 3 次産業における労働生産性上昇率はベースラインと同
じであるから、産出額の増大に対応するため、両産業は就業者を増やさざるをえない。例
えば、2000 年において、第 1 次産業では、476 万人（ベースライン）から 481 万へ、第 3
次産業では 4407 万にから 4482 万に増加する。  
民間家計消費支出を 2000 年でみると、297 兆円（ベースライン）から 303 兆円と 6 兆円
弱の増加である。この民間家計消費支出を可能にするためには、実質賃金は、508 万円（ベ
ースライン）から 518 万円と 10 万円程度の増加を必要とする。  
第 2 次産業の後半期の労働生産性上昇率が前半期並みを実現した場合、産出額など増加は
第 1 次産業よりは大きい。このことは、第 2 次産業の後半期における労働生産性の低下が、
後半期の経済成長率の低下にもたらした影響は、一定程度はあったということができる。 
 
表 8 ケース 2 第 2 次産業の後半期労働生産性上昇率（産出額ベース）を前半期並みと想定 
 
           出所：筆者作成 
（3）ケース 3 
ケース 3 は、第 3 次産業の労働係数年平均率の減少率が後半期も続くという想定である。
ケース２ 第1次産業 第2次産業 第3次産業 合計
産出額 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 14,978,302 15,147,577 384,664,776 390,708,605 525,688,929 529,256,873 925,332,006 935,113,055
2000年 14,492,439 14,808,451 369,842,145 379,248,681 561,052,272 570,650,096 945,386,856 964,707,227
2005年 13,326,675 13,770,113 395,448,581 409,395,267 577,809,572 594,150,853 986,584,828 1,017,316,232
第1次産業 第2次産業 第3次産業 合計
就業者数 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 5,963,109 5,963,199 21,181,461 21,183,096 37,126,085 37,124,361 64,270,655 64,270,655
2000年 4,763,111 4,816,941 19,139,945 18,794,575 42,954,531 43,246,071 66,857,587 66,857,587
2005年 4,168,203 4,259,091 17,012,973 16,168,166 44,071,185 44,825,103 65,252,360 65,252,360
3,466,637 3,581,987 16,817,419 15,468,087 43,632,227 44,866,209 63,916,284 63,916,284
GDP 民間消費支出 固定資本形成 実質賃金
ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 492,785,499 497,458,706 289,445,638 290,723,714 123,965,760 127,941,776 4.89 4.92
2000年 507,610,408 517,504,202 297,784,196 303,655,702 113,750,228 118,903,975 5.08 5.18
2005年 537,940,198 554,296,594 280,063,002 290,573,389 142,420,212 150,374,046 4.68 4.86
　率




大幅増は、第 2 次産業の固定資本形成を大幅にふやすため、その波及効果で第 2 次産業の産出
額は大幅に増えるのである。
GDP の増大を 2000 年でみると、507 兆円（ベースライン）から 550 兆円と 43 兆円弱の増
大が見込めることなる。第 1 次産業と第 2 次産業における労働生産性上昇率はベースラインと
同じであるから、両産出額の増大は、両産業の就業者を増やすことになる。2000 年において、
第 1 次産業では、416 万人（ベースライン）から 455 万へ、第 2 次産業では 1,701 万にから 1,889
万へと 188 万程度の就業者が増加することになる。
民間家計消費支出を 2000 年でみると、297 兆円（ベースライン）から 322 兆円と 25 兆円程
度増加させる必要がある。この民間家計消費支出を可能にするためには、実質賃金率は、508
万円（ベースライン）から 550 万円と年換算で 42 万円程度の増加を必要とすることがわかる。
1992 年～ 2005 年の実質賃金率の平均上昇率をみてみると、ベースラインでは 1％であるが、
ケース 3 では 2.1％程度の平均上昇率を必要とする結果になっている。





















経済企画庁総合計画局編（2001 年）『シミュレーション 2010 年の産業経済』 
本田豊（2010 年）「線形計画型長期産業連関モデルによる日本経済の構造分析」立命館




   
ケース３ 第1次産業 第2次産業 第3次産業 合計
産出額 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 14,978,302 15,597,656 384,664,776 407,274,771 525,688,929 538,227,946 925,332,006 961,100,373
2000年 14,492,439 15,853,502 369,842,145 410,748,095 561,052,272 601,983,046 945,386,856 1,028,584,643
2005年 13,326,675 15,277,702 395,448,581 455,697,190 577,809,572 650,801,362 986,584,828 1,121,776,254
第1次産業 第2次産業 第3次産業 合計
就業者数 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 4,763,111 4,960,066 19,139,945 20,264,961 42,954,531 41,632,560 66,857,587 66,857,587
2000年 4,168,203 4,559,661 17,012,973 18,894,672 44,071,185 41,798,027 65,252,360 65,252,360
2005年 3,466,637 3,974,153 16,817,419 19,379,639 43,632,227 40,562,492 63,916,284 63,916,284
GDP 民間消費支出 固定資本形成 実質賃金
ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値 ベースライン 推計値
1995年 492,785,499 509,737,688 289,445,638 293,359,161 123,965,760 139,164,098 4.89 4.96
2000年 507,610,408 550,111,891 297,784,196 322,469,549 113,750,228 136,472,443 5.08 5.50
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